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この校章は、雪の結晶をかたどったもので、昭和 24 年に本学の
シンボルマークとして制定された学生章（作者：吉川長平さん（工
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この「 環境・社会報告書 2013」 は、 以下により作成しています。

環境・社会報告書の
作成に当たって

11

平成24年度（2012 年4 月～2013 年3 月）

以下　2013 年 5 月現在

土地 6,229,294㎡、建物 493,001㎡

ISO26000

2013 年 9 月
2014 年 9月

2012

約 2,880 人
10,342 人（留学生約 450 人を含む）、附属学校生徒・児童・園児約 1,700 人

トキを放鳥するまでの 2006 ～ 2008 環境報告書の表紙
を飾ってきたトキの挿絵は、国立国会図書館蔵原画フィ
ルムの複製から引用し、以下の解説文は、同館ホームペー
ジより転載しました。裏表紙の歴代表紙をご覧ください。

　新潟大学では、環境への負荷の少ない持続的発展を目指し教育・研究・診療活動に取り組んでいます。ま

た、学内研究のみならず公開講座等により地域住民とのコミュニケーションを通じて環境負荷低減に向けた

啓発活動を推進しています。

　2010 年 11 月に「ISO26000」が発行されました。これは ISO（国際標準化機構）が SR（Social 

Responsibility：社会的責任）の規格を制定したもので、あらゆる種類の組織が社会的に責任のある方法で

運営を行うことで、持続可能な発展を実現していくための「社会的責任の手引」です。

 

　環境・社会報告書として、新潟大学における環境への取り組みだけではなく、大学としての社会貢献活動

という面も加えて作成しております。
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Top Top 
MessageMessage

　46 億年にわたる地球の歴史の中で、気候変動は、氷河期、
間氷期を 1 万年から 10 万年の周期で繰り返して変化してきま
した。地球上の様々な生命体はそのような地球環境の緩やかな
変化の中で、地球と共生しながら種を保存し進化を遂げてきま
した。しかし、20 世紀以降、人類は化石燃料の大量消費を伴
う産業活動の活発化により、100 年足らずの間に過去にない
速いスピードで、地球温暖化という地球及び地球上の生命体に
とって憂慮すべき現象を引き起こしています。

　人類が排出し続ける温室効果ガスの削減には、省エネ技術の
進化とともに、革新的な技術開発が不可欠と言われています。
国際的、国家的な広範な対策が講じられなければなりませんが、
環境問題解決への努力は、これまで豊かな生活を求めてきた私
たち一人ひとりが取り組まなければならない課題であります。

　本学が立地する新潟市は信濃川と阿賀野川の二つの大河が流れ、山と海に囲まれた田園型
政令指定都市であります。本学は、新潟市の自然景観再生と生物多様性の保全・回復を目指
した学術活動を推進しています。環境問題を象徴する出来事に、佐渡における朱鷺（トキ）
の野生絶滅があります。このことは、環境に対する意識改革の必要性を私たちに切実に教え
ています。幸に本学を含む取り組みの結果、順調に放鳥をかさね 2012 年までに 108 羽が大
自然の空に飛びたっていき、同年の繁殖期にはヒナ 8羽が誕生しました。

　本学では、「地域共生型の環境調和」を基本理念とし、環境保全に関する教育・研究活動を
推進しています。学内においては各部署で環境目標の達成に向けて努力しております。
2003 年に施行された健康増進法等を踏まえ、これまでキャンパス内における受動喫煙防止の
措置を講じてまいりましたが、未成年の学生を含め多くの人々が集まる公共性の高い場であ
ることから、指定された喫煙場所以外をすべて禁煙とし、キャンパス内全面禁煙の健全な環
境を目指す「新潟大学喫煙対策基本方針」を定めました。
　本学では、この方針に基づき、学内に設置していた喫煙場所を全廃し、2013 年 4月 1日
からキャンパス内を全面禁煙としました。

　社会貢献としては生涯学習支援、産学官連携、国際交流、医療活動等を通して、地域社会
や国際社会の発展に貢献しています。五十嵐キャンパス内の中央図書館を増改築するにあた
りインフォメーション機能を拡充し学外の方が立ち寄ることが出来るラウンジ的機能を備え、
地域住民、卒業生、教職員とのコミュニケーションの場を提供できるようにしました。また、
東日本大震災の復旧・復興支援に対しては、災害・復興科学研究所が中心となり、全学的に
取り組んでおります。
　これからも、本学は地球環境の基礎知識と環境倫理を身につけた人材を育成し、また、研
究面においては、地球環境保全のための科学・技術を創出し、社会の持続的発展に貢献して
まいります。
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（2013年 4月 1日現在）
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（4）経営指標（収入・収支決算）

（5）機構・本部の紹介

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

39,654 40,746
48,248

17,221 18,324
19,796

52,984 53,339 58,331

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度

43,946

19,963

59,283

平成 21 年度

注 2）財務諸表は、本学ホームページ上に掲載
注 1）収入・支出決算額は、独立行政法人通則法第 38 条第 2項に規定する決算報告書による

（2013 年 4月 1日現在）

教育・学生支援機構

本学の教育理念・目標に沿って、教育の充実・発展を図り、学生の修

学支援等を包括的に実施するとともに、これらに伴う諸課題に対処し、

学生を入学から卒業（修了）まで一貫して支援することを目的としてい

ます。

・入学センター
・教育支援センター
・学生支援センター
・キャリアセンター
・大学教育機能開発センター
・全学教職支援センター

研究推進機構
本学では、研究活動の調査・分析・評価、研究基盤の拡充及び研究

環境の整備並びに競争的資金の獲得支援に戦略的に取り組むことで、

本学の研究水準の向上を図ることを目的としています。

・研究プロジェクト推進センター
・基盤研究推進センター
・超域学術院
・アイソトープ総合センター
・機器分析センター
・旭町地区放射性同位元素共同利用施設

産学地域連携推進機構
本学の社会貢献に関する理念・目標に沿って、産学連携活動や地域

連携活動を通じ、産業界や地域社会の発展に寄与するとともに、これ

らの活動を一貫して推進することを目的としています。

・産学地域連携推進センター
・知的財産創成センター
・産学地域人材育成センター

企画戦略本部

新潟大学の教育研究水準の向上を図るため、必要な情報の収集、分

析および発信を行い、効果的な点検評価システムの構築を図り、もっ

て教育研究等及び大学経営に関する戦略的施策を策定することを目的

としています。

・評価センター
・広報センター
・東京事務所
・男女共同参画推進室
・プロジェクト推進室
・若手研究者育成推進室
・駅南キャンパス室
・国際戦略企画室

危機管理本部

危機管理（学生及び職員の生命若しくは身体又は本学の施設、財産等

に重大な障害が生じ、又は生じるおそれがある緊急事態への発生の

防止及び当該事態への対処をいう。）及び環境安全（環境保全及び安

全管理をいう。）に、当該事態の発生後において、これに的確かつ迅

速に対処することを目的としています。

・危機管理室
・環境安全推進室

保健管理本部
約11,000人の学生と約 2,880人の教職員の健康診断、健康相談、健

康教育などを行い、健康で安全に教育・研究・診療してもらうことを

目的としています。

・保健管理センター

　その他に、学術情報基盤機構として、附属図書館、情報基盤センター、旭町学術展示館等があります。
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（2013 年 4月 1日現在）

（6）キャンパスマップ
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（7）環境配慮活動　これまでのあゆみ

平成 21年 9月 25日

「共生と循環の地域社会づくりモデル事業」
開始（環境庁）

平成 12年
「トキの島づくり事業」開始（新潟県）

平成 13年

平成 22年 10月 1日
廃棄物処理施設を
環境安全推進室に改組ISO26000（SR : 組織の社会的責任）発行

平成 22年 10月

「環境報告ガイドライン」改定

平成 24年 4月

平成 25年 4月 1日
構内全面禁煙

H25.4.1　構内全面禁煙
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2 環境方針

創造性
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3 環境管理組織

2013 年 4 月 1日現在

環境配慮に関する統括を行う。

環境・社会報告書（案）及び環境配慮に関する諸問題を、施設環境委員会へ報告し、
改善等及びその指示を行う。

環境・社会報告書の内部評価を行い、外部評価･内部牽制・改善方針に関する件
について施設環境委員会へ諮問を行う。

五十嵐地区・その他地区の環境配慮に関する諸問題を環境統括管理責任者へ報告
し、改善を行う。

旭町地区（西大畑地区を含む）の環境配慮に関する諸問題を環境統括管理責任者
へ報告し、改善を行う。

地域住民や学生サークルに関連する、環境配慮に関する諸問題を環境統括管理責
任者へ報告し、改善を行う。

環境・社会報告書（案）及び、環境統括管理責任者・環境監査責任者からの諮問事
項について審議し、学長へ答申する。

省エネルギーに関する事項、環境に関する事項、その他施設環境委員会が必要と
認めた事項を調査審議し、措置を講じる。

省エネルギーに関する事務取りまとめ。

（総　務　部）

内山節夫 監事

総　務　部
施設管理部

松原幸夫（産学地域連携推進センター教授）

環境安全推進室
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4 環境目標・実施計画
環境影響評価の結果（重要な環境影響要素の抽出）

特記なきは五十嵐地区・旭町地区の建物延べ面積 426,300㎡（職員宿舎、看護師宿舎を除く）をベースにした計算

※ 1：感染性産業廃棄物は旭町地区の建物延べ面積 219,600㎡をベースに計算

※ 2：実験廃棄物は容器重量も含む

平成 24 年度
導入量・排出量

平成 24 年度
原単位表記

前年度目標に
対する結果

平成 25 年度
目　標 計　画

増

平成 19年度

原単位比

8%以上の削減減

減

水資源（上水）
減

水資源（井水）

化学薬品

（PRTR 第一種指

定化学物質）

減 ー

産業廃棄物

（一般）
減

平成 19年度

原単位比

6%以上の削減

特別管理産業廃棄物
（実験廃液）

増 ー

特別管理産業廃棄物
（実験廃棄物）

減 ー

実験廃棄物管理手順の確立
（継続）マニフェスト管理の徹底
（継続）紛失および漏洩防止管理

の徹底
（継続）PCB の紛失および漏洩防止

管理の徹底

特別管理産業廃棄物
（感染性廃棄物）

減 ー

47,599

4,916

7,356

41.79

249

448

48

1,872

1.00

350

111.7

11.5

0.06

1.16

17.2

98.0

4.39

2.35

1.59

（kWh／m2）

※ 1

※ 2

（継続）家電製品等の省エネ型機器へ
の順次更新（古く効率の低い
冷蔵庫、エアコンを計画的に
更新）

（継続）ホームページ等により毎月の燃
料使用量を部局別に公表し、
燃料節約（省エネ）の励行を呼
びかける

（継続）補助暖房機（ガスストーブ）の
 管理徹底
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3 5-1　環境負荷の状況
（1）省エネルギーへの取り組み

5 環境配慮の取り組み状況と実績

2010 年 10 月改正

20℃

（6）  夏季の軽装（ノーネクタイ・ノー上着）
　　の励行

がある時

注 各環境・省エネ管理責任者（エネルギー管理標準でのエネルギー管理責任者）は、年度当初に担当組織の統括環境管理推進員及び環境 
 管理推進員を選出し、施設管理部に報告するものとする。また、各エネルギー管理責任者は、実施内容についての具体的な行動計画及 
 びその実施状況について施設管理部に報告するものとする。
※１ 各部局の統括環境管理推進員は、具体的な行動計画を作成し、その実施状況について各環境・省エネ管理責任者に報告するものとする。
※２ 各研究室等の環境管理推進員は、具体的な行動計画に基づき実施し、その実施状況について各部局の統括環境管理推進員に報告するも
　　のとする。
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（2）マテリアルバランス（本学の環境負担）

　
大学で消費する
エネルギーは
一般住宅約12,500戸分
（人口 3~4 万人分）
に相当します。

20

24（2012）年

3,671
2,937
7.8

5.3

3,671 万枚

20 倍

水資源（井水）

水資源（上水）

5,820ha
※五十嵐地区の 80倍

910

249

4,916

47,599 448

48

186

37,744

7,356

534

2,732

52

759

2,817

大学から出される
廃棄物は延べ
約 910 台の収集車が
集めに来ています。
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（3）エネルギー使用量（電気・ガス・重油）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24 年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

15,501

32,520

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

1,844

9,175

4,482

6,985

19,027

6,509

177
499
400
532

3,062

343

　平成 24年度は、
両　地　区：3.4% の増
五十嵐地区：3.9% の増
旭 町 地 区：3.1% の増

　平成 24年度は、
両　地　区：2.6% の減
五十嵐地区：6.5% の減
旭 町 地 区：1.5% の減

　平成 24年度は、
両　地　区：10.4% の減
五十嵐地区：3.5％の減
旭 町 地 区：21.3％の減

　平成 23 年度は夏期に電
気事業法第 27 条に基づく
使用制限を受けるなど新潟
大学節電実行計画書により
厳しくエネルギー使用を抑
えた。平成 24 年度につい
ても継続的に節電を実施し
たが建物面積が増えたため
増加した。

　新潟大学節電実行計画書
によりエネルギー使用量が
減少した。

　旭町地区のピークカット
発電機の運転時間が減少し
た。

重油は五十嵐地区全体の暖房用ボイラー及び旭町地区の発電機の燃料に使用

1,923

9,716

4,522

7,327

20,127

6,569

213
183

610 488 546 
439 411 272 
592 437 494 

3,086 3,194 3,126 

385 334 284 

500

400

300

200

100

0

126

164

9
2

102 92
86 

8
54 63 51 

21
17 

24 17 

18

16 5
5

68 73
73 

■電気使用量推移

■ガス使用量推移

■重油使用量推移

8,795 9,310 

1,623 1,707 

4,224 4,203 

6,462 6,926 

18,690 19,043 

6,259 6,410 

15,501

32,520

16,160

34,022

14,642 15,220

31,410 32,379

1,076

3,937

1,262

4,063

1,082 1,012

3,965 3,904

2

299

81

186

108 85

170 164

194 
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（4）温室効果ガス排出面から見たエネルギー

（5）水も大切な資源です（水資源使用量推移）

2.24 （平成 24 年度）
2.24 （平成 23 年度）
2.14 （平成22年度12月16日以前）
2.30 （平成22年度12月17日以降）
2.14 （平成 21 年度）
2.71 （平成 24 年度）
2.71 （平成 23、24 年度）
2.71 （平成 21 年度）

0.547（平成 24 年度）
0.429（平成 23 年度）
0.468（平成 22 年度）
0.469（平成 21 年度）
0.473（平成 20 年度）

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

1,585

5,815

2,982
4,414

15,476

3,792

　温室効果ガスとは、京都議定書に定められた対象6 物質（二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素及びフロン3 物質）ですが、
ここでは最も温室効果の高いエネルギー分野にしぼり、二酸化炭素排出量を算出しています。

　平成 24年度は、
両　地　区：18.6% の増
五十嵐地区：20.5% の増
旭 町 地 区：17.8% の増

　エネルギー換算量は 2.5%
の増であったが、電気に係
る排出係数が大きくなった
ため排出量は大きく増加し
た。平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

1,552

6,168

3,128

4,765

16,276

3,934

1,303

1,567 

5,115

6,551 

2,748

2,923 

3,809
4,944 

15,342 17,570 

3,497 4,189 

■二酸化炭素排出量推移

10,383

23,682

10,849
9,166

11,041

24,975 22,648 26,703

重油：「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する          
　　　省令」によります。

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

17

75

75

41

194

17

　平成 24年度は、
両　地　区：1.8％の増
五十嵐地区：3.9％の増
旭 町 地 区：0.7％の増

　節水意識の定着により、
ほぼ前年度並みの使用と
なった。

67 62 61 

77 80 83 

52 45 42 

220 224 231 

18 18 16 

10 11 15 

80

70

60

50

40

30

20

10

0
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

53

7
6

6
6

7
8

4
5

6
44

38
28

■井水

■上水

167

253

154

290

153 159

287 289

17
19

20
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（6）用紙購入量と古紙回収量

（7）化学薬品の状況（PRTR 対象物質）

　平成 24年度は、
用紙購入量：62%増加
古紙回収量：微増

平成 21 年度

144 117

189

296
246 247

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度

　購入用紙は主にコピー用
紙です。古紙回収は、学内
作成資料の他、新聞、雑誌、
書籍などです。

122

325

 

アセトニトリル 1.17 0.00 275.03 7.00 0.00 1.50

キシレン 0.00 0.00 2.15 3.56 0.00 1,830.61

クロロホルム 34.10 0.00 717.03 0.34 0.00 83.51

ジクロロメタン 26.48 0.00 1,071.68 0.00 0.00 3.80

ノルマルヘキサン 5.79 0.00 1,832.47 0.00 0.00 2.00

ベンゼン 1.20 0.00 115.65 0.00 0.00 0.00

ホルムアルデヒド 0.01 0.10 9.14 16.31 1.40 1,077.82

2.37 0.34 130.68 55.26 0.37 47.6

71.12 0.44 4,153.84 4,225.40 82.47 1.77 3,046.84 3,131.08

注） ・ 調査物質全 462 種類のうち、移動量 100kg 超の物質を掲載しています。
 ・ ＰＲＴＲ法では、第 1種指定化学物質は 1,000kg 以上、特定第 1種指定化学物質は 500kg 以上が報告対象であり、
平成 24 年度分の報告は「キシレン」、「ホルムアルデヒド」、「ジクロロメタン」及び「ノルマルヘキサン」が該当
します。

　五十嵐地区における、「当該事業所における土壌への排出」・「当該事業所における埋立処分」・「下水道への移動」は
ありません。
　旭町地区における、「公共用水域への排出」・「当該事業所における土壌への排出」・「当該事業所における埋立処分」
はありません。

7,356.48 

■ PRTR 対象物質一覧表
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（8）廃棄物等発生量（事業系廃棄物）

（9）実験廃液の処理

平成23 年度

平成24 年度

平成23 年度

平成24 年度

■廃液処理の流れ■平成 24年度廃液回収量

廃 液 区 分 量（ℓ）

可燃性廃液 14,381

有機塩素系 3,846

廃オイル 640

水溶性有機物
含有廃液

強酸+有害物 2,071

廃酸 2,086

強アルカリ+有害物 572

廃アルカリ 4,965

ホルマリン 7,683

シアン 62

写真 990

無機系廃液

強酸+有害物 1,763

廃酸 540

強アルカリ+有害物 420

廃アルカリ 1,103

フッ酸 441

水銀廃液 166

有機水銀 0

その他 60

合 計 41,789

ごみ 525

ごみ 562

古紙回収 148

古紙回収 150

産業廃棄物 
317

産業廃棄物 
153

特別管理産業廃棄物
350

特別管理産業廃棄物
324

事業系一般廃棄物 　673

事業系一般廃棄物 　712

ごみ 185

ごみ 190

古紙回収
 98

古紙回収96

浄化槽汚泥 916

浄化槽汚泥 931

産業廃棄物 
192

産業廃棄物 
314

事業系一般廃棄物 　1,199

事業系一般廃棄物 　1,217

1

28

特別管理産業廃棄物

特別管理産業廃棄物

外部委託（学外処理）
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薬品管理システム画面

薬品管理システム入力画面

新潟大学における化学物質管理と環境安全教育

　環境安全推進室では、学内で使用される化学物質の一元管理を目指した薬品管理システムの運用、及び
排出される実験廃液、廃薬品の回収を中心とし、また、学生、教職員などの学内の構成員に対する環境安
全教育も行っております。

１．薬品管理システムによる法規制物質の一元管理
　化学物質管理については、新潟大学毒物及び劇物管理規程（2004 年 4月 1日施行）に基づいて、毒物
及び劇物取締法、消防法、及び労働安全衛生法などの法規にかかわる物質については、研究グループなど
の単位で受払量を記録することが定められています。本学では、災害時の薬品の所在確認による被害低減、
化学物排出量削減による環境負荷低減、各種法律対応の効率化を目的として、2006 年度より薬品管理シス
テムを導入し、学内の実験用化学薬品の一元管理を目指し運用を行っております。このシステムは学内に
設置した薬品管理専用サーバ、及びウェブアプリケー
ションを利用したもので、PC のブラウザより購入・
保有・使用・廃棄量を薬品ごとに登録・管理するこ
とができます。一度登録された薬品の履歴は条件を
つけて抽出することが可能で、各種集計・報告など
に迅速に対応することができます。
　2006 年の導入後、2007 年度には五十嵐地区全体、
2010 年度には旭町地区及びその他附属施設にも運用
を拡張し、現在、旭町地区 15グル―プ、五十嵐地区
71グループ、及び附属施設 4グループの計 90グルー
プがシステムを利用し、約 24,000 本が登録・管理さ
れています。

危機管理本部　環境安全推進室　特任助手 藤
フジイ

井　邦
クニヒコ

彦 

２．廃液ポリタンクごとの帳票管理
　実験廃液や廃薬品などの実験廃棄物については、2010 年 4月より学外に処理を委託しております。本
学では、排出に 10L 容のポリタンクを利用し、タンクごとに排出用帳票を貼り付けて分類し、外部委託し
ています。外部委託化に伴い、環境汚染や処理中の
事故を防ぐため、排出者はしっかりと廃液を分類し
内容を明確にする責任があります。実験廃棄物の分
類方法については、環境安全推進室のウェブサイト
（http://www.esc.niigata-u.ac.jp/waste）に掲載する
とともに、帳票については PC 上で動作する廃液処
理依頼用紙作成プログラムを作成し、法律に関わる
有害物質を確認しつつ PC 上から帳票を作成できる
ようにしております。

３．化学物質安全教育
　環境安全教育については、上記、薬品管理システム、化学物質、及び実験廃棄物の使用・取り扱いを含
めた講習・講演会を定期的に実施しております。2012 度は、環境安全講習会を 4回（延べ参加人数 416 名）、
薬品管理システム説明会を 5回（延べ参加人数 163 名）、及び外部講師による講習会を 2回（延べ参加人
数 95名）開催いたしました。多くの参加者があり本学の化学物質、廃液管理の充実が図られました。
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（10）順法管理の状況

・大気汚染防止法
・騒音規制法
・振動規制法
・土壌汚染対策法

・学校保健安全法

■グリーン購入品の調達状況

　本学は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」第 8条第 1項の規定
に従い、特定調達物品の調達率 100%達成を目標としております。
　平成 24年度の目標達成率は約 100%でした。

雨に濡れないような分別収集のための
廃棄物集積所を設置

　本学の環境に関する主な法規制は下記のものなどがあり、これらの法に従って管理しています。
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　 5-2 　環境改善への取り組み
（1）中央図書館増改築

中央図書館増改築に伴う省エネと自然エネルギーの活用
　平成 23年 11 月～平成 25年 3月まで行われた中央図書館増改築工事では、既設建物の耐震補強を含め
た建物全体の改修を行いつつ、ラーニング・コモンズ機能やアーカイブ機能、ライブラリーホールを併せ
持つ建物を増築し省エネルギーを考慮した、新しい図書館として生まれ変わりました。

概　要
　外観は正門から構内中心部へのアプローチを考慮し、曲線を持つ外壁形状とし、外壁仕上げには杉板を
用いて、樹木の多い構内になじみやすい仕上げとしました。
　また中央広場への動線を意識してサークル状キャノピーを設置し、建物廻りの既存樹木を生かしながら
全体の外構整備を行いました。

　内部床仕上げのカーペットは、スペースごとで色を分けるなど明るさを意識し、増築棟の内壁には木質
系ボードを用いて、外部同様に「木」を意識した内装としました。
　また利用者が館内案内サインを見て目的の場所へ辿り着くため、床仕上げの色を館内案内サインと反映
させるなど、案内サインからその先への繋がりを意識した計画としました。
既存の３層ある館内について、利用者がわかりやすいようにするため建物中央に館内を一望できる吹き抜
けと中央階段を設けました。これにより利用者の館内での循環動線が生み出せかつ、目的の本を探しやす
いように計画しました。

中央図書館　全体写真 中央図書館　正面写真

ラーニングコモンズ
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　大学が所有する古文書等を保管するために、調湿・耐火性の高い貴重資料庫を設けました。
　扉は 30分耐火仕様、内装は既存鉄筋コンクリート壁からアルカリ性汚染物質が書庫内に透過しないよ
う下地・仕上げ材を二重張りとする施工方法としました。

　260 人収容のライブラリーホールを整備しました。多種多様な催し物で利用できるよう、利用人数に応
じ細かく。点滅区分・調光のできる照明設備、ステージ上を照らす舞台照明、スクリーンやマイクなどの映像・
音響設備など、様々な設備が導入されています。また、席には電源コンセントやテーブルを設け、講演・
発表時に対応出来る機能を備えました。

貴重資料庫

ライブラリーホール
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（１）－1　省エネルギーの取り組み
 ・複層ガラスの使用
  　断熱効果を得るために外部に面するガラスには複層ガラスを用い、空調負荷の軽減を図った。
 ・屋上緑化の整備
  　1,120㎡の屋上緑化を整備し、緑による憩いの場所提供だけではなく、土中に含まれる水分蒸発や 
  植物の蒸散作用による効果で、熱がコンクリートに蓄熱するのを防止し、外断熱のような働きがあり 
  ます。
  　特に夏場は、「緑化を行う・行わない」で直下の室内では約 3℃の温度差が生まれ、自然による省 
  エネ効果があります。

屋上緑化写真

（１）－2　自然エネルギーの活用
 ・太陽光発電の設置
  　自然再生エネルギーの利用を目的として、太陽光発電設備を新たに増築部分の屋上に増設しました。
  設備内容としては、定格電圧：単相100/200Ｖ、太陽光パネル：単結晶シリコン太陽電池192.5Ｗ× 
　 260枚、パワーコンディショナ：10ｋＷｈ×5組であり、年間予想発電量は既設と合わせ約120,000ｋＷｈ
　 となります。これは中央図書館増改築後の年間予想電力量の約 9％を補えます。
  　晴天が多ければ予想発電量を上回って発電し、更なる省エネが期待できます。

太陽光パネル
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 ・トップライトの設置
  　吹き抜け部分の屋上にトップライトを設け自然光の取込による省エネを図りました。

吹き抜けトップライト

（１）－3　LED照明設備の設置
　図書館は 365 日稼動し、使用電力量に対する照明負荷の割合が高いため、省エネの取り組みとして、ダ
ウンライトや間接照明、外灯などに「ＬＥＤ照明」を採用しました。主に設置したＬＥＤ照明は蛍光灯に
比べ電力使用量が約 2/3 と、省電力です。またランプの寿命は約４倍の長寿命であるため、ランプ交換の
費用削減となります。さらに、点滅区分を細分化し間引き点灯を可能としたり、昼光センサを使用し、日
中の外光が入る時間帯は照明の照度を下げることにより、より省エネを図っています。

ライブラリーギャラリー LED照明

LED 外灯

ラーニングコモンズ LED照明
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（2）ステークホルダーミーティング

　2012年10月27日（土）に本学五十嵐チャンパスにて事業活動に関わる環境問題や近隣住民を含むステー
クホルダーの皆様と意見交換を行う「ステークホルダーミーティング」を開催いたしました。開会の挨拶
の後、新潟市役所環境部環境対策課　吉岡　直副主査、土居　哲也副主査から「小型家電と生ゴミのリサ
イクルを考える」と題して講演が行われ、講演終了後に産学地域連携推進機構 産学地域連携推進センター
松原幸夫教授をコーディネーターとして、参加者全員でパネルディスカションを行いました。以下はその
概要です

　環境問題は、社会の中でとても重要なテーマで年々、
重要性が言われており、また、その中で昨年の大きな災
害にともなって色々な意味で考えさせられることがあり
ます。
　皆さんは、外から会場にこられる途中、構内に結構ゴ
ミが落ちていることに気づかれたと思います、前はもっ
と酷い状況でしたが、学長先生の音頭で学内をキレイに
する事を目的に、毎年 4月に新入生諸君を中心に全学的
に学内および周辺の町内とを含めて清掃するような行事
を行うことにより、だいぶキレイになりましたが、ただ
それだけでは本当の意味でのキレイになった状況ではな
いのです。昔と今、何が違うかというと、環境問題が特
にゴミがちらかっていることに対してかなりシビアに考
えてくれる学生と逆に無頓着な、いい加減きわまりない
学生とに二極化しています。
　ゴミを捨てる行為は、社会全体の環境問題等の大きな
問題の延長線上にあると考えるべきであって切り離して
考えるべきではありません。そこにはひとつひとつに小
さな教育が行われて最低限のルールは守るという世の中
にならないと環境問題は簡単には解決しない。ひとりひ
とりの自覚の問題がベースとしてあります。そういうこ
とがちゃんとしている社会があってこそ、日本が、県や
市が、新潟大学がすばらしい、ということになっていく
のではないかと思います。今日はリサイクルということ
で小型家電等について色々お話をいただきご意見をいた
だきます。

開会の挨拶
新潟大学環境統括管理責任者

大川　秀雄教授
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新潟市環境部廃棄物政策課の講演
「小型家電と生ゴミのリサイクルを考える」

　新潟市のゴミ処理の概況をご説明いたします、2008 年６
月から新潟市のゴミ減量制度が新たに開始しました。
　ゴミは燃やすゴミ、もやさないゴミ、粗大ゴミで３種類、
それ以外は資源ということで、できるだけ今まで焼却されて
いたものを資源化しようと細かく分別するようにしました。
これによって家庭系ゴミは約 3割、ゴミの量が削減されまし
た。
　使用済み小型家電のリサイクルについては、ご説明させて
いただきます。2012 年６月１日からモデル事業として開始
しました。その目的としましては燃やさないゴミとして捨て
られていた小型家電をリサイクルすることで、世界的に需要
が増加する希少金属を回収します。基本計画の理念である環
境先進都市としてさらなるゴミの減量化とリサイクルの推進
を図ることを目的としています。
　2012 年８月３日に国も動きだし「使用済み小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」が成立し、
2013 年 8月に施行されます。現在も新潟大学の生協にも小型家電の回収ボックスを置いています。回収
対象となる品目の定義といたしまして電気、電池で動く小型家電で回収ボックスに投入できる大きさとだ
いぶ広く定義しています。回収できない家電リサイクル法の対象品目及びパソコン、パソコンディスプレイ、
蛍光灯、電池、電球、LED ライトそういったものは回収できません。今回、小型家電の回収ボックスは今
のところ市内 12ヶ所を回収拠点として設けさせていただきました。今後、回収ボックスの設置拠点を平
成 25年度に向けて増設したいと考えています。

　市と委託契約を結んだ業者がそれぞれの拠点を定期的に回って回収した小型家電を選別、分解という形
で処理しています。新潟市に回収業者から重量に応じて、お金が入る売り払い契約としています。現在、
西蒲区、西区、中央区は、障害福祉団体に委託しており、それ以外を民間リサイクルの業者に委託してい
ます。新潟市の場合は障害者の方々の就労に寄与しているところが非常に特徴です。

　最近の回収の実績は、2012 年６月からスタートして 9月までの回収量は、2.7 トンです。市で仕分けを
した結果、回収で多いものは ACアダプター、続いて携帯電話、リモコン、電気かみそり、電話機でした。
携帯電話が非常に多い印象なのはこれは市が回収するので安心感で出していただいていると思っています。

　今後の課題としては、回収量を増すことです。回収拠点を増やし、市民の皆さんが出しやすい環境を作
ることも重要です。

新潟市役所　廃棄物政策課
吉岡　直副主査

新潟市役所　廃棄物政策課　
土居　哲也副主査

　生ゴミリサイクルのイメージはお持ちだと思いますが、頭を
整理する意味でも 3つの疑問を上げます。疑問１．どういう
リサイクル方法があるのか、疑問２．なぜ生ゴミ分別してリサ
イクルしないのか、疑問３．新潟市ではどんな生ゴミ対策をし
ているのかです。
　疑問１．リサイクル方法は、大きく分類すると大規模集約型
のものがあります。全市民を対象に分別収集して施設に集約し
てリサイクルする方法で、３つあります。飼料化、堆肥化、メ
タンガス化です。飼料化は豚の餌になったりしますが、異物混
入しやすいような家庭ゴミには向かないと言われています。堆
肥化はできた堆肥利用が見込めないと意味がないので農村向
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　パネルディスカッションに入る前に産業廃棄物処理、再
資源化事業を行っています。（株）不二産業の芳賀様から配
布資料に基づき事業の紹介、食品廃棄リサイクルの現状つ
いて説明がありました。

パネルディスカッション

食品リサイクル
　（株）不二産業の渡邊様からは食品リサイクルの関係や食
品廃棄物、飲食業、家庭から出る食べ残しについて問題指
摘があり、その後ディスカッションに入りました。

（株）不二産業の渡邊様

（株）不二産業の芳賀様

き、メタンガス化のほうは都市向きと言われています。このほかは小規模分散型のもので、家庭あるいは
地域で資源化する方法です。
　新潟市は生ゴミを分別してリサイクルしていません。それには難しさがあります。生ゴミ分別は他のゴ
ミに比べると住民の負担が大きくなってしまう。全ての住民の方の協力を得るのは非常に難しいものがあ
ります。
　次にコストです、収集や、リサイクル施設の建設・運営に多大な費用がかかります。収集も分別も行う
と倍以上必要になり単純に２倍のお金がかかってしまいます。とはいってもすでに取り組んでいます。実
は新潟県内は進んでおり、長岡市、上越市、聖籠町で実施しています。新潟市の場合はどうなのかというと、
色々難しい問題があります。世帯数が非常多く 30万世帯あ
るのでなかなか分別の協力が得られにくく、プラスチックの
分別もだいたい半分くらいしか分けられていないというデー
タもあります。生ゴミにトライするためにはまずプラスチッ
ク容器とその分別の徹底が先ではないかと考えます。当面は
小規模分散型で推進していく状況です。
　生ゴミ減量運動推進事業で市民の皆さんに取り組んでもら
う。そういう人を増やしていくためにもいろんなことをやっ
ております。１つは生ゴミの水切り講座、２つ目は生ゴミ堆
肥化講座、３つ目はエコクッキング講座など色々なやり方も
ありますので自分にあった方法で生ゴミの方法で減量に取り
組むことをお願いします。 食品リサイクルポスター
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　新潟大学生活協同組合の市川様からは、生協の売店の関係では、お客様に商品をいつでも提供できるよ
うにするため、売り残りが出るようにしています。そこでの食品廃棄の目標を３％として努力している。
また、平成 24年度は売店のレジ袋を 4割削減したと報告がありました。

　大学南ヶ丘自治会に在住の遠山様からは、高齢化のため、ゴミの出し方がわからない住民がいるため、
高齢者専用の見やすい、分かりやすい、ゴミ収集カレンダーの作成をお願いしたいと要望がありました。
また、保育園や幼稚園などの小さなときからの啓発活動が大切との意見が出されました。

　本学のチーム新大ＥＣＯ学園祭の太田さんからは、リサイクル容器の普及やレジ袋の削減については、
広報で意識の徹底、啓発を行うことが重要ではないかとの意見が出されました。

　本学のにいがた環境プロジェクトＲＯＬＥの長沢さんからは、市の小型家電のサイクルについて、市の
ホームページに載せてＰＲしてもらいたい。

　携帯電話の回収について、個人情報を守るという観点で条例化をしてもらいたい。また、リサイクル活
動について、住民が一緒になって行う体験型イベントや勉強会、講演等の広報活動が必要ではないかとの
意見が出されました。

　最後に松原幸夫教授から広報活動が重要であることと、リサイクルの流れがみえるようになると、ゴミ
を出す側の住民もしっかり分別や減量化を行うことができるとの意見がありました。

大川秀雄教授の総評

　リサイクルの問題は、本来、性善説をとりたいのですが、性悪説をとらないといけない場合もあります。
必ず経済的な観点が入ってそれで儲かるようにならないと結局は持続的しないという人もいます。政治が
介入してメリットあるサイクルになるようにしなくてはならない。家電製品については都市鉱山という言
葉があるわけで、レアメタルもそうだし、貴金属もそうだし宝の山があるのです。無知だから知らないか
ら結局価値のあるものが、単なるゴミというか不要物で廃棄される、ステークホルダーの皆様から指摘が
あったようにもっと知ろうとすることが大事ではないかと思います。
　教育という意味合いでとても大事で、小さいときからそういうことを折りこんだ教育しなければならな
いと私は思います。また、知らしめるだけではだめで、一緒にやるという精神がないと、教えただけで動
く人はごく少数です。率先してそういう意識をもつ人が一緒に動いてみんなでやりましょうと輪をひろげ
ることが大事です。
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6 活動紹介
　 6-1 　地域共生・コミュニケーション
（1）新潟大学との連携協定によせて新潟大学との連携協定によせて

桜
サクライ

井　勝
カツノブ

延南相馬市長

　南相馬市は、福島県太平洋沿岸地域（浜通り）の中北部を占める相双地域の北寄りに位置し、夏は過ご

しやすく冬も比較的温暖な気候に恵まれ、農業、製造業、医療・福祉、サービス業等が集積する地域の拠

点都市でもあります。

　2011 年 3 月 11 日以降の東日本大震災及び福島第一

原子力発電所事故により、当市が受けた被害を一言で言

い表すことはできません。情報が錯綜する中、7万 1千

人余りだった人口が一時 1万人を下回るほどの市外避難

が行われたこと（新潟県にも大変多くの住民を受け入れ

て頂きました）、今もなお 1万 5千人以上の住民が市外

避難を継続し、3千世帯を超える方々が仮設住宅での生

活を余儀なくされていること、生活圏をはじめとする除

染作業が遅れていること、健康不安から特に子育て世代

の帰還が進まないこと、風評被害が止まないこと、産業・

雇用・まち（商業）の再生は容易ではないこと等々、指摘

にはきりがありません。

　こうした中で、教育施設を中心に放射線モニタリングや

除染支援等にご尽力を賜った本市出身の内藤真・貴大学ア

イソトープ総合センター長（当時）のご縁をもとに、本年

3月から貴大学（医学部及びアイソトープ総合センター）

と本市との連携協定がスタートしました。引き続き、除染

技術や健康管理等への支援・助言はもとより、農学部を中

心とした農業復興に向けた科学的な研究及び実践支援の取

り組みについても、高い期待が寄せられています。

　震災後、3季にわたって作付けがされない田圃の姿を眺

めると心が痛みます。生産額の多寡にかかわらず、農業

は地域の基盤となるものです。農業の復活なくしては、

地域全体の復活もままならないと考えます。

　我々は、この大震災と放射線災害の複合災害という未

曾有の困難を乗り越えて、新たに安全・安心な南相馬を

築き、次代に引き継ぐ責務があります。そのために、多

方面の学問分野に高い知的集約を誇る貴大学との連携

は、必ずや大きな力になるものと確信しています。

新潟大学医学部及びアイソトープ総合センターと
南相馬市との連携協定締結。

左：桜井市長　右：内藤教授（南相馬市役所、2013 年 3月 13 日）

鳩原幼稚園の線量測定　（南相馬市小高区、2012 年 5月 26 日）

モニタリング打ち合わせ
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（2）「新潟水俣病の今を考える」講義の取り組みについて「新潟水俣病の今を考える」講義の取り組みについて

渡
ワタナベ

邊　登
ノボル

　人文学部　人文学科　教授
人文社会・教育科学系 比較社会文化系列

　私が担当している「現代社会論 A」は戦後の社会問題を様々なドキュメンタリーで振り返りながら、その

理解を深めることを目的としているが、そのなかで公害問題は重要なテーマの一つであり、従来は（熊本）

水俣病に関するドキュメンタリーを素材にこの問題について考えてきた。ただし、当初から、新潟大学の

学生には、その地元で起こった新潟水俣病同問題について深く認識をし、自らの問題として把握できるよ

うになってもらいたいと考えていた。しかし、同問題を理解してもらうのに適切な素材が見つからなかっ

たのである。マスメディアにおいて水俣病と言えば（熊本）水俣病であり、新潟水俣病問題はほとんど報

道されていなかったのである。例えばNHKアーカイブスで過去の番組を検索してみると「水俣病」をテー

マにした番組 81件に対して「新潟水俣病」は 4大公害問題の一つとして扱われているものも含めて 3件

のみであった。

　いまだに未解決の公害問題である新潟水俣病問題の現実をどのような方法で学生たちが伝えられるのか

考え倦ねているときに、新潟水俣病資料館（「新潟県立環境と人間のふれあい館」）の笠原道義さんから「新

潟水俣病関連情報発信事業補助金」の存在を教えて頂き、同補助金の助成を受けて、新潟水俣病問題に関

して実験的な授業を行うことが可能となった。同授業では、新潟県が提唱した「阿賀野川流域の各地域が

今も続く新潟水俣病と向き合い、それを乗り越えるような『人と人の

絆』や『人と自然の関係』を紡ぎ直すことを目的」とした地域づくり

をめざす「阿賀野川流域地域フィールドミュージアム事業」( 新潟県

が提唱 ) の中核を担っている一般社団法人「阿賀野川環境学舎」に同

問題への事前学習、現地スタディーツアーをお願いした。

　同ツアーでは、新潟水俣病問題の加害企業である昭和電工旧鹿瀬工

場跡地等を巡り同会のツアーガイドの方から説明を受けるとともに、

阿賀野川の船頭をされていた新潟水俣病の語り部でもある立川小三郎

さん、安田患者会の方々に被害者として、その日常の生活を踏まえた

体験談をお聞かせいただいた。後日、現地学習を踏まえて私の方から

補足の講義を行った。当初の計画はここまでであったが、資料館の笠

原氏より、講義での「阿賀に生きる」上映の提案を頂いた。

　同作品は新潟水俣病をテーマとしながらも阿賀野川流域で生きる

人々の日常生活を丹念に描き出した労作であり、被害者の方々の生活

を知るための優れた教材である。また、映画上映だけでなく、同映画

制作委員会の委員長大熊孝さん（新潟大学名誉教授）、制作発起人である旗野秀人さん（安田患者会事務局長）

に解説をしていただくという学生たちにとって非常に恵まれた機会を頂くことになった。

　以上が、今回の新潟水俣病問題への本講義での取り組みである。受講生には、事前学習・現地学習・事

後学習をどのように受け止めたのかを明らかにするとともに、それを踏まえて自分なりのテーマを立てて、

それに対して文献等で回答をまとめることを課題とした。

　この学生のレポートをメインに事前学習、新潟水俣病現地学習ツアーの概要を加えて報告書（「現地スタ

ディーツアーを通じて新潟水俣病の今を考える」）をまとめた。それらをお読みいただければ、学生たちが

この問題にどのように真摯に向き合い、取り組んだかを了解いただけると思う。私自身も、これらのレポー

トに多くのことを教えられた。

　今回のような試みは継続的に行ってこそ、意味があると思う。次年度以降も何らか形で新潟水俣病の現

実に学生が向き合えうる機会の提供を行って行きたいと考える。
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（3）（3）新潟大学「ジオパーク－大学から地域へ、そして世界へ－」の紹介新潟大学「ジオパーク－大学から地域へ、そして世界へ－」の紹介

　本書は、新潟大学ブックレットの１冊として、2013 年 3月に刊行されました。自然科学研究科の栗原敏
之准教授との共著の刊行物です。私たちが地域活動の一環として取り組んでいる例として、駅南キャンパ
ス「ときめいと」で開催してきた企画展について述べることにします。掲載している写真は、本書の図を
再録したものです。本書の主旨は、「はじめに」の冒頭に集約されていますので、以下に示します。
　“ ジオパークとは、「大地の公園」です。新潟県には、世界ジオパークに認定されている糸魚川ジオパー
クがあります。佐渡市は、ジオパークの認定をめざして活動を続けています。本書では、新潟大学に所属
する私たちがジオパークの活動にどのようにかかわっているのかを、実例をあげて紹介します。私たちの
実践の記録です。”なお、本書の章立ては、下記のようになっています。

地域活動の一環としての取り組み例「ときめいと」での企画展について
　夏休みの期間を中心に、2010 年以降、毎年、企画展を開催してきました。年度を追ってあげると、次の
ようになります。2010 年「アンモナイト展」、2011 年「糸魚川ジオパークの化石展」（図１）、2012 年「佐
渡の海洋生物展　－生き物たちとのタイムトラベル」。これらは、いずれも糸魚川や佐渡にかかわる企画展
示で、地域との連携を強く意識して計画されました。それを象徴するのが、新潟市、糸魚川市、佐渡市の
教育普及施設をつなぐスタンプラリーです（図２）。施設を相互に宣伝しあうことにより、入館者増に貢献
しています。新潟大学の施設としては、五十嵐キャンパスのサイエンスミュージアムと旭町キャンパスの
あさひまち展示館（図３）が含まれています。

第１章 ジオパークと新潟大学
第２章 ２００９年の活動
第３章 組織づくりと普及活動の経験
第４章 つながる仕組みづくり
第５章 2010 年以降の取り組み
第６章 わかってきたこと、そしてこれから

自然科学系　環境科学系列
理学部　地質科学科　地球進化学　教授 松

マツオカ

岡　篤
アツシ

　



2013NIIGATA UNIVERSITY ENVIRONMENTAL･SOCIAL REPORT

活
動
紹
介

29

図１　糸魚川ジオパークの化石展のチラシ

図２　スタンプラリーの案内とスタンプ台紙

図３　あさひまち展示館の理学部常設展示。佐渡の海洋生物と化石。
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（4）ドクターヘリの運航について

新潟大学医歯学総合病院　高次救命災害治療センター部長 遠
エンドウ

藤　裕
ヒロシ

　

写真１　新潟県ドクターヘリ運航開始式

図１．ランデブーポイントと受け入れ病院の配置

（4）－１．新潟県ドクターヘリ事業について
新潟県ドクターヘリ事業は新潟大学医歯学総合病院を全国で 39番目の基地病院として、2012 年 10 月 30
日から開始されました（写真１）。

　新潟県では年間の救急搬送件数が9万件を超え、119番通報から救急隊が現場に到着するまで平均8.5分、
病院に収容されるまで平均 39分を要し、いずれも全国平均より延長しています。こうした状況において、
ドクターヘリは医師と看護師の救急現場へ搬送する究極のデリバリーシステムであり、早期の医療投入を
目的としています。
　新潟県は可住地面積が北海道に次いで全国で 2番目の広域な県域に 237 万人が居住しており、ドクター
ヘリは広域を対象とすることから、早期のドクターヘリ要請が可能となるように、119 番通報時に特定の
キーワードに合致すれば直ちにヘリを要請する「キーワード方式」を採用、また、現場により近い場所に
着陸出来るように約 700 箇所のランデブーポイントを設定しました。更に、早期の本格的な治療が可能と
なるように、救命救急センターを含めて、21病院に受け入れをお願いしました（図１）。
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（4）－２．ドクターヘリ運用実績について
　図 2に運航開始から 9ヶ月間の月別の運航可能日数、要請件数、出動件数を示しました。
夜間ドクターヘリは新潟空港の運航会社の格納庫内に駐機しており、朝 8:30 ～午後 5:30（または日没）ま
で病院のヘリポートで出動に備えて待機していますが、運航可能日数とは、実際に病院屋上のヘリポート
で待機可能であった日数のことです。新潟市では11月～2月の4ケ月間は、10日 /月以上は天候不良の為、
新潟空港から屋上ヘリポートまで移動出来ず、その結果、冬期の応急率（出動件数 /要請件数）は 40%程
度に留まっています。
　要約すると、総日数 243 日において、245 件の出動要請（1日 1件）があり、実際に出動したのは 163 件（1
日 0.67 件、運航可能日数では１日 0.89 件）、全体の応需率は 67％という集計となります。

（4）－３．有効活用例について
　ドクターヘリは救急現場における早期の医療投入を目的としており、特に重症外傷例では効果的な運用
が可能となります。多数傷病者が発生した交通事故では、事故現場の直近に着陸、フライトドクターによ
りトリアージが行われ、中軽症 2名を救急車で新潟市内の病院に、重症 1名をドクターヘリで基地病院に
搬送しました（写真 2）。

写真 2　救急車とのランデブーポイントに着陸
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　また、スキー場が多いことも新潟県の特徴ですが、スキー事故やスノーボード事故に対しても出動してい
ます（写真 3）。更に、海難事故、山岳事故では、県防災ヘリや県警ヘリが救出した傷病者を現場近くのラ
ンデブーポイントでドクターヘリが引き継ぐことにより、早期の治療開始を可能としています（写真 4）。
現場出動だけでなく、ドクターヘリは病院間搬送にも有用なツールとなります。通常、往復で数時間を要す
る救急車搬送では、域外に救急車が出てしまい運用可能な救急車が減ること、医師搭乗により医師が不在と
なる問題がありました。ドクターヘリによる病院間搬送ではこれらの問題は解決出来、地域医療にとっても
福音となります。

（4）－４．最後に
　ドクターヘリにより、傷病者の広域搬送が可能となり、周産期医療、外傷を含む重症小児医療、重症外傷、
特に手術が必要な循環器疾患、広範囲熱傷、指趾接着などの特定の救急分野の集約・拠点化することが出
来ます。これは少ないマンパワーで効率的な医療が展開出来ることになり、医師不足に悩む本県とって大
きな恩恵になります。
　一方、冬期の応需率が著しく低いことは、救急医療システムとして大きな問題であり、地上ヘリポート
や専用格納庫を早期に整備して、豪雪地域のドクターヘリのモデルとなるように努力すべきであると考え
ています。

写真 3　スキー場での救急活動

写真 4　県防災ヘリからの患者搬送
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（5）仮設住宅居住者支援の試み

　東日本大震災では多くの家屋が被災し、約 900 ヵ所、5万 3,000 戸の応急仮設住宅が建設され１１万人
の方々が不自由な生活を強いられています。建設学科岩佐研究室では、7.13 水害（2004年）、中越地震（2004
年）、中越沖地震（2006 年）で新潟県中越に建設された仮設住宅を調査し、そこで行われていた居住者の
住みこなし（居住環境を改善するために居住者自らが行っていた仮設住宅の改造など）の事例収集を行っ
ていましたが、東日本大震災に際し、それらの知見をデータベース化し、web サイト「仮設のトリセツ」
にて公開しました。（写真１、写真２）

　この取り組みに関しては、既に以前の環境・社会報告書にて報告致しましたが、このweb ページ開設がきっ
かけとなって行った様々な取り組みについてご紹介致します。

■現地でのワークショップ「出張仮設のトリセツ編集部」
　東日本の仮設住宅を訪問し、中越の事例を紹介するとともに、現地で行われていたより原状にフィット
した住みこなし事例を共有するワークショップを行いました（写真３）。ワークショップの成果をより広範
で共有するためにまとめシート「仮設のトリセツ新聞」（長町版、富岡版、上好間版、川内版、反松版、長
洞版の６部）を刊行し、仮設住宅に掲示すると共にweb 上で公開しました（写真４）

自然科学系　環境科学系列
工学部　建設学科　建築学　准教授 岩

イワサ

佐　明
アキヒコ

彦

写真１：HP「仮設のトリセツ」
（http://kasetsukaizou.jimdo.com）

写真２：HPからダウンロード可能な冊子

写真３：現地でのワークショップ 写真４：仮設のトリセツ新聞と学生編集者
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■冊子版「仮設のトリセツ」
　NGOワールドビジョンジャパンの支援を受け、仮設住宅に配布するために冊子版の「仮設のトリセツ」
を作成しました。作成した冊子は岩手県を中心に２万６千戸の仮設住宅に配布されました。（写真５）

■仮設のトリセツ：冬の備え特集編
　仮設住宅の寒さおよび結露に対する問合せが多かったことから、環境工学の専門家で仮設住宅の空気環
境に関しても研究をされている東北大学名誉教授の吉野博先生に監修頂き、仮設住宅の冬に備える工夫を
ポスター (PDF）にまとめたものをweb 上で公開しました。（写真６）

写真５：冊子版「仮設のトリセツ」

写真６：仮設のトリセツ：冬の備え特集編
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■「つくることが生きること展」での展示
　アーツ千代田 3331（東京都千代田区）で開催された「つくることが生きること」展（2012 年 3 月、
2012 年 3月）に出展し仮設住宅の原状とそこでの取り組みを紹介しました。2013 年の展示では東日本に
建設されている仮設住宅と同数の千分の一の模型を作成しと、原寸大の写真を展示し、未だに 11万人が不
便な状況で生活を続けている状況を分かりやすく説明しました。（写真 7、写真 8）

■書籍版「仮設のトリセツ」刊行
　中越と東日本の仮設住宅で行われている仮設住宅の住みこなしをまとめ、主婦の友社より「仮設のトリ
セツ」を刊行しました。書籍版「仮設のトリセツ」は、日本建築学会著作賞（日本建築学会）を受賞しま
した。（写真９）

　仮設住宅での居住は 2年間の予定でしたが、復興の遅れからまだ多くの人が居住を続けています。長期
化する生活をどのように支えるのかを模索しながら、現地の仮設住宅にお伺いしながら、現在も取り組み
を続けています。

写真７、写真８：「つくることが生きること展」展示風景

写真９：書籍版「仮設のトリセツ」
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（1）ボランティア概論

●ボランティア開発論とは
　2004 年から新潟県を度重なる自然災害がおそいました。災害の度、新潟大学でも被災地において学生・
教職員が災害ボランティアとして活動を行ってまいりました。復興支援のボランティアにも加わったよう
に、個々の活動はあるのですが、それらの有機的なつながりや継続的な活動になりにくいこと、学生のボ
ランティア・コーディネート能力の力不足を感じざるをえない場面が見受けられました。このようなこと
から、学生同士のネットワークの強化、地域で活動している団体や個人との密接な関係づくり、緊急時の
対応能力、そして継続的に活動を行うための土台を早急に醸成する必要性が高いと判断されました。

　このような課題を大学の「講義」をとおして解決するた
めに、2008年より「ボランティア開発論」を開講しています。
　この講義の「開発」とは、災害時等においてボランティ
ア活動を組織しながら行うことができるように、学生個々
の能力を開発すると同時に、災害ボランティアの活躍分野、
日常のボランティアの活動領域をも開発し、また、新潟大
学と学外の新たな関係を開発することを意味します。受講
生をボランティアのスキルとマインドを備えたボランティ
ア（ボランティア・リーダーあるいはボランティア・コーディ
ネーターを含む）に育てることが主目的です。

　学生たちは「コーディネート技術」「ファシリテーション
技術」「プレゼンテーション技術」「グループでのディスカッ
ション技術」「フィールドワーク技術」「事業の企画立案技術」
などのスキルを講義と実践をとおして学びます。また、日頃から強いマインドの育成にも力を入れており、
自発的な活動を学生たちがすぐにでもできるように、学内外の参加可能な諸活動の情報提供、新潟県内外
で先駆的な取り組みを行っている実践者と出会いその方々から学ぶ機会と関係をつくること、学生同士の
コミュニケーションを常に促進しておくこと、等を重視しています。

新潟大学教育・学生支援機構　非常勤講師 佐
サ ノ

野　智
チ カ

香

グループディスカッション

 講義風景
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【開かれた講義を目指して】
　さらなるスキルアップを目指して、正規の講義時間以外にも特別講座を行っています。この特別講座に
は受講学生以外でも参加が可能になっていることもあり、これをきっかけに翌年度の受講を決めた学生も
います。

【大学から現場へ】
　前・後期にそれぞれ１泊２日をかけて地域づくりの先進
地へうかがい、実際に現場にて地域の皆さんとの体験活動
などをとおして、学びを深めています。学外での学びは、
学生たちもより自分自身を解放できる機会であり、また地
域の皆さんと共に活動を行うことで学生たちの成長の機会
にもなっています。そして、訪問させていただいた先進地
との深い関係づくりにもつながり、その後の学生自身の研
究テーマとして学びを深めているケースもでてきています。
　これまでに、三条市、柏崎市北条地区、村上市山熊田、
村上市高根地区などにうかがっています。

●ボランティア開発論の特徴

【受講学生が講義終了後は学生スタッフとして講義をサポート】
　これまでにこの講義を受講した学生が、自分自身のスキルアップやネットワークの維持・強化を目的と
して、無償の学生スタッフとして関わることができるようにしています。受講学生にとっては良き先輩と
して、スタッフにとっては学びの復習の機会として、数多くの学生がこの６年間、講義をサポートしてく
れています。
　2013 年度は計７名の学生スタッフが受講学生と共に活動をしています。

慰霊碑の献花 ( 三条市）

地域活動場所への移動
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（2）地域での新しい清掃活動の試み

　本学では毎年地域での清掃活動を学生と一緒に行っています。より良い活動を目指し、毎年改善をしな
がら新しい取り組みを始めています。
　まず去年の 2012 年 8 月 7日の「西区一斉クリーンデー」では安全な街をつくることをコンセプトに、
主に大学周辺の道路の草刈りをしました。その活動の中で、初めて新潟大学前駅の通路の清掃を活動のひ
とつに加えました。この清掃を始めたきっかけは、駅前の通路に蜘蛛の巣や、落ち葉やごみなどが落ちて
いて、駅の利用者が主に本学の学生や教職員であることからも、気持ち良く駅を使ってもらいたいという
思いから行いました。当日は、駅の通路脇にたまったごみを掃く、壁の汚れを拭きとる、目立つ壁の汚れ
をペンキで塗る、電灯の上の蜘蛛の巣を払うなどの活動を行い、清掃終了後は通路が清掃前より明るくなっ
たと感じました。参加者からもやりがいがあったという意見があり、初めての取り組みではあったものの、
清掃活動を通してみんながきれいな環境で過ごせてもらえる良い機会になったと感じました。
　また、清掃中通行される利用者の方から「ありがとう、とっても綺麗になったわ」と声をかけられるこ
ともあり、とてもうれしかったです。

新潟大学学生ボランティア本部「ボラんち。」 眞
シンボ

保　咲
サキ

　

西区一斉クリーンデーでの通路の清掃活動の様子

 　 
　また同年 12月の年末にも新潟大学前駅での清掃活動を行いました。夏の清掃活動と同様に通路にごみが
落ちていて、蜘蛛の巣が張っていたので、学生ボランティアを募り協力して行いました。参加者からは「普
段気にせず利用していた駅にもよく見るとごみが落ちていることに気づくことができた」「新年を迎える前
に地域に貢献し、達成感を得ることができ大変充実した活動だった」「新潟大学の学生が多く利用する駅だ
からこそいつもきれいな状態で使ってもらえるようまた清掃活動をしたい」といった感想をいただき、今
回の活動が参加者にとって清掃への意識を高めることができ、今後もこのような活動を続けていきたいと
考えています。　
　清掃活動を行った駅の通路は地域の方も利用している場所なので、この活動を通し地域全体で美化活動
への意識をさらに高めてほしいという思いがあります。清掃活動を通して地域へ貢献できる良い機会だと
思うので、今後もこの取り組みを行いたいです。
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　2011 年 3月 11 日東北地方に起きた東日本大震災、大津波による甚大な被災の有様を受け、大学南が丘
自治会は、災害時に住民の命の守る安全な避難場所と避難路を、地域住民で確認周知することが重要と考え、
2012 年の 6月 3日に自治会で初めての防災避難訓練を実施しました。
 

大学南が丘自治会　会長 本
ホンダ

田　隆
タカシ

　

（3）新潟大学五十嵐キャンパス構内で大学南が丘自治会の避難訓練（3）新潟大学五十嵐キャンパス構内で大学南が丘自治会の避難訓練

　自治会は、新潟市の要請を受け「災害時要援護者避難支援計画」を策定し、災害時の組織体制を確立し、
役員の統括本部と班ごとに情報伝達担当 ( 班長 ) と援護担当 ( 行動出来る全世帯員 ) を設け、世帯に ｢班・
援護支援対応カード｣ と避難マップの所持を、班内で見守りと呼びかけ、避難支援の行動をしました。

　当大学南は砂丘地で、新潟大学五十嵐キャンパスが近接してあります。そのキャンパス内に位置する新
潟市指定の ｢一時ひなん場所｣ 体育館を、地域の災害時の避難場所に定めました。自治会は、大学と連携・
共生の取り組みを行っており、学生と行事を通して交流を進めています。その中での避難訓練において、
新潟大学にご協力を頂き、学生のお手伝い、西区役所、消防署からご指導を受けて実施しました。当日は、
大学当局の構内避難マップを基に、大学の正門・西門・工学部門など５か所の構内門を避難路とし、班別
に近い門からの割り振りの中で避難訓練を実施しました。各門に組織誘導員と構内避難路の要所で、学生
さんより避難場所体育館への誘導にあたって頂きました。

濃煙体験 避難訓練
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　地域の参加者の中には、キャンパスに入るのが初めての方も居られましたが、各門避難路からの避難は
スムーズに行われました。避難場所において、情報伝達担当者のカードによる避難者の人数調査試み、避
難所体育館を見分の確認行い、消防署員による毛布使ったタンカーや濃煙体験などの指導を受けて防災避
難訓練を終了出来ました。住民 250 名と予想より多い参加者の中で実施が出来ました。また後日の反省ア
ンケートで幾つかの意見が得られました。
　万が一の災害時に、住民の防災に役立つ訓練の継続が大切と続けることが出来ればと思いました。初め
ての避難訓練にご協力いただいた新潟大学、他各位に厚く御礼申し上げます。ありがとうございました。
　なお、組織は訓練終了後に、大学キャンパス内にある五十嵐の森キャンプ場をお借りして、訓練参加者
のバーベキュー親睦会を開催しました。火気かまどの肉調理に学生も奮闘してお手伝いしていただき、非
常食であるアルファー米の試食と併せてバーベキューを喜んで頂きました。

救護訓練

炊き出し訓練
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　にいがた環境プロジェクト ROLE( 以下、ROLE) は、本学の生活協同組合で使用されている P&Pミンミリ・
リパック（以下、リサイクル容器）の回収を主な活動としています。その他、環境イベントへの参加や海
岸清掃などを行っていますが、2012 年はこれらの活動に加えて、ラジオ媒体を通して新潟県全域を対象と
する環境啓発活動を行いました。
　新潟県民エフエム放送 ( 通称：FMPORT) 内の番組「PORTA ～想いをカタチに～」に 10分程度のエコの
話題を紹介するコーナーに月 1～ 2回の頻度で参加させていただきました。
　番組では、新潟市マイボトルキャンペーン・海岸清掃・夏の節電・廃油キャンドル作り・大学生のエコ
意識調査・大学生のやっているエコ活動など、ROLE の活動や大学生のエコ活動に関する話をさせていただ
きました。

にいがた環境プロジェクト ROLE 倉
クラシマ

嶋　千
センジュ

儒　

（4）環境啓発活動について

収録の様子

 　この活動の一環として、学内で「冬にどんなエコ活動を行うか」というインタビューを行いました。主
な回答としては「厚着をする」、「暖房をつけない」、「暖房の設定温度を低くする」といった大多数の共感
を得られるものから、「便座カバーをフカフカしたものにして暖房設定を使わない」、「大学の滞在時間を長
くして自宅の電気を使わない」という気づきにくいものがあげられ、インタビューに応えてくれた学生同
士でも新たな発見があったように感じました。
　このように、大学内の活動にとどまらず社会に向けて行う活動は、学生ならではの考えや視点を一般の
方に表現するだけでなく、表現方法・当サークルの在り方・社会から求められる姿などを改めて考えるきっ
かけとなりました。
　今後も環境意識の向上およびリサイクル容器の回収率向上を目指し、精力的に活動を行っていきますの
で、ご理解とご協力のほどよろしくお願いいたします。
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　私たちは、無農薬で育った五十嵐キャンパス内の椿の実を採
り、乾燥させて、一番搾りのみを精製して天然の椿油を作って
います。
　2006 年ごろ、近隣にお住まいの岡村さんから「椿の実が捨
てられているのがもったいない、実から椿油をとってはどう
か。」とのお話をいただき、従来は木から枯れ落ちて、そのま
ま捨てられていた無価値の椿の実に、現在では無添加椿油とし
て新しい価値をつけることができました。

　椿油は、人の皮脂成分であるオレイン酸が多く含まれ、古来
より髪や肌に良いとされていて、精製した椿油は新潟大学社会
連携フォーラムで販売させていただき、販売を通して地域の参加者との触れ合いは貴重な体験となっていま
す。
　今年で 6年目になる活動ですが、2012 年新潟市西区役所が主催された「もったいないコンテスト」で私
たちの「まめ椿」が大賞をいただき 11月 3日に表彰されました。椿油完成までの過程でとても苦労しまし
たが、このような素晴らしい賞をいただき大変感謝しています。先輩から受け継いできた椿油の活動を今後
も続けていきたいと思っています。

農業サークル　「まめっこ」 平
ヒラサワ

沢　純
ジュン

　 

販売の様子

もったいないコンテスト授賞式

「椿の実と精製された椿油」

（5）もったいないから生まれた「まめ椿」
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　大学の顔。その中で最も規模が大きい、本学の正門。本学の学生をはじめ、オープンキャンパスや新大
祭では多くの来校者を出迎えます。その正門に文字通り華を添え、彩り豊かな環境となるよう、私たち環
境系サークルひまわりは、新潟大学施設管理部さんと協力しながら活動をしています。

正門の花壇を育てる

具体的な活動は以下のとおりです。　
 ・正門前花壇の植え替え（6月、11月）
 ・定期的な水やり（5月頃～ 10月頃）

　サークルでの定例会議において、花壇に植える花の種
類を話し合い、それをもとに植え替えを行います。植え
る花の種類は、本学のオープンキャンパスが行われる 8
月や新大祭のある 10月、新入生を迎える 4月が見ごろ
となるよう調整をします。また、視覚的にも見栄えがよ
くなるようにも考慮しています。

　環境問題というと、現時点でマイナスにある事項を取
り上げ、改善を目指すことが多いように感じられます。
その中で、今ある自分たちを取り巻く環境をただ享受す
るのではなく、いかに開かれたものとして多くの人と環
境を共有するかに焦点を当てているこの活動は、継続し
ていくべきものだと感じています。

花壇を育てるために

　今回、正門の花壇には使用しませんでしたが、新大祭で回収された生ごみを堆肥化している本学の団体
から栄養のある土を分けてもらい、プランターで花を育てました。そのプランターは正門の一画で育てて
いましたが、順調に成長していたので、ゆくゆくは正門の花壇にも使用できるようにしていきたいです。

地域の方々との連携

　本学の正門は、2010 年度に完成しました。その当時、地域の
方が育てていらっしゃったバラを展示させていただいて、その完
成を花々で飾りました。本学では地域の方々と協力してまちづく
りの活動を行うことを目的として、学内で「キャンパス町内会」
を毎月開催し、盛んに交流を行っています。今後、学内のみならず、
地域の方々との交流を深めながら、環境の美化に取り組んでいけ
たらと思います。

環境系サークルひまわり 佐
サトウ

藤　桃
モモコ

子　

（6）正門の環境美化

正門プランターの花

プランターの花の植替

下條学長と地域住民の市川俊彦様
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7 サプライチェーン活動
　新潟大学におけるキャンパス内のインフラストラクチャー、研究設備の購入あるいは事業活動に必要な
原材料の調達などは多くのサプライチェーンの協力の下に行われています。
　今後も本学のサプライチェーンの皆様には本学の環境活動を伝達、ご理解していただくとともにサプラ
イチェーン自らがキャンパスの内外において環境保全活動を推進していただくための連携を図っていきま
す。（環境配慮促進法四条）

　2006 年から、サプライチェーンの皆様に本学の環境報告書を開示するとともに本学の建物、設備工
事を行っているサプライチェーンに環境への取り組み状況についてアンケート調査を行いました。今後
も同様の調査を順次拡大し間接的にも本学の環境活動の影響を学外に広めていきます。

　錢高組では、「社会から認められ社会から求められる
企業」として、建設活動を通じ環境保全に取り組んでい
ます。
　環境方針、環境目的および環境目標を制定し、定期的
に見直すことにより環境保全活動の継続的改善および汚
染の予防を実行しています。
　今回の新潟大学（五十嵐）中央図書館新営その他工事
における、環境保全活動を紹介させて頂きます。
※．騒音・振動・粉塵等周
辺環境への配慮について
1. 防塵ネットによる工事 
 エリアからの粉塵飛散 
 対策。
 ・仮囲い上部に防塵 
  ネットを設置し粉塵 
  飛散を抑制しました。
2. 防音パネルによる騒音低減。
 ・既存図書館と増築図書館の間に防音パネルを設置 
  し騒音を低減すると共に、その効果を確認する 
  為、騒音計を設置、数値を公表し管理しました。
3. 工事車両走行時の騒音振動低減。
 ・走行路鉄板敷下部に養生マットを敷き込み工事車 
  両の騒音振動を抑制しました。

上記の活動により、作業所周辺への環境保全を目的とし
た取り組みができました。

株式会社　錢高組 大成建設株式会社

（1） 建築工事業者 
建設事業：新潟大学（五十嵐）環境・エネルギー研究拠
　　　　　点施設新営その他工事 
（2） 主な取り組み 
 ・ISO14001 の認証取得 
 ・2013 年度環境経営目標（大成アジェンダ 2013）の 
  設定と推進 
 ・工事中における環境配慮 
①環境データ管理システムを活用した建設副産物の発生
抑制・再利用・再資源化 
②グリーン調達品の採用に
よるリサイクルの推進 
③低振動・低騒音タイプの
建設機械の使用 
④エコキャップ活動の推進 
⑤節電・節水・アイドリングストップの呼びかけ 
⑥ゴーヤで ECOプロジェクト（緑のカーテン）による地
球温暖化防止 
大成建設は「人がいきいきとする環境を創造する」とい
うグループ理念のもと、 環境の保全と創造に努め、先駆
的な環境事業を推進しております。 
当該工事におきましては、環境意識の高い新潟大学様と
共に、環境との調和と 環境負荷の低減に努めてまいりま
す。
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　（五十嵐）中央図書館エレベーター改修工事
環境活動に力を入れられている新潟大学様のエレ
ベーターリニューアルにあたり、様々なエコ技術を
満載した「環境にやさしいエレベーター」をご提供
させていただきました。
　最新のＰＭギヤレス巻上機とＶＶＶＦインバー
ターを用いることで、リニューアル前の標準形エレ
ベーターに比べて消費電力を最大約６０％削減。
天井には旧式の円形蛍光灯と比べて発光面積が約１．
５倍、消費電力は約半分、ランプ寿命も約３．３倍と
なる均一面発光のＬＥＤ照明を採用。
　また、かご呼び取り消し機能により、行先ボタン
を間違えて押してしまった場合もキャンセルでき、
ムダな停止を防ぎます。
　さらに、有害物質の少ない塗料の使用、一定時間
呼びがないと自動的に照明・換気を切るなどの待機
時電力削減、工事の際の機器運送における木材梱包
の削減など、環境にとことんこだわっています。

三菱電機ビルテクノサービス株式会社 アズビル株式会社

１．ビルディングオートメーション事業
　ビルディングオートメーションシステム、省エネ
ソリューションシステム、制御機器の販売・メンテ
ナンスサービス。

２．主な取り組み
　東日本大震災に伴う電力使用制限を契機に、学生・
教職員の節電意識の向上を目的とした電力使用量の
“見える化”ENEOPTpersを提案・導入いただきました。
　可視化された情報を全学で共有し、節電への感心
を高めていただいております。
　2011 年夏に旭町地区の一部、西大畑地区の施設に
導入、現在は対象施設を五十嵐地区、長岡校園まで
拡大し 22 施設の電力使用量
を一元管理しています。
　今後もさらなる省エネ・節
電活動をバックアップしてい
きたいと思います。
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8 環境・社会報告書の評価

第三者のご意見
　「環境・社会報告書 2013」を拝見し、新潟大学五十嵐キャンパスが所在する新潟
市西区において環境行政に携わる立場から一言意見を述べさせていただきます。
　報告書を通読して、新潟大学が「地域共生型の環境調和」の基本理念のもと、か
ねてより学内に環境管理体制 ( 環境マネジメントシステム ) を構築し、学内のみなら
ず広く地域社会全般において、環境への負荷が少なくかつ持続的な発展を目指す様々
な取り組みを続けてきたことを見て取ることができました。この間、公開講座の開
催や地域の清掃活動への参加など積極的な社会貢献活動を通じて、地域に根差した
大学にふさわしい社会的責任を果たして来られたことに対し、深く感謝いたします。
　以下、本報告書の中から気になった点や印象に残った事柄について記述いたしま
す。

・「環境影響評価の結果 ( 重要な環境影響要素の抽出 )」について
　同ページでは表形式で、「電気」「ガス」など環境項目ごとの平成 24年度中の使用量数値と並んで、
「前年度目標に対する結果」として「増」か「減」かのみで記されています。また、表中には平成
24年度 ( 前年度 ) の目標数値が明記されていないため、平成 24年度の使用量が当初の目標数値をど
れほど上回ったのか ( 下回ったのか ) が不明確であると感じました。

・「エネルギー使用量 ( 電気・ガス・重油 )」について
同ページに記載の実績によれば平成 24年度の電気使用量が前年度比で約 3.4% 増加しており、その
要因を「建物面積が増加したため」と分析されています。一方でガス使用量の推移を見ると「教育
環境改善による空調整備面積」が前年度比で約 2倍弱増加しているにも関わらず、ガス使用量が前
年度比 2.6% 減少している点は前述の分析コメントとやや矛盾するように感じられました。

・「中央図書館増改築に伴う省エネと自然エネルギーの活用」について
　平成 25年 4月、リニューアルオープンした中央図書館においては断熱効果の高い複層ガラスや屋
上緑化を導入し、さらには太陽光発電設備を設置するなど、自然エネルギーも活用した省エネ施設
を実現しました。学内施設の中でも象徴的な意義を持つ中央図書館の増改築は、環境への負荷軽減
を強く意識し、省資源・省エネルギーに果敢に取り組まれた具体的な成果であると積極的に評価し
ます。

・「ステークホルダーミーティング」「学生の環境・社会貢献活動」について
　近隣住民、関連事業者、行政などを交えてのステークホルダーミーティングの開催や学生ボラン
ティアによる新潟大学前駅通路の清掃活動、西区役所主催の「もったいないコンテスト」への参加
など、これらの地域社会と連携した取り組みや数々の社会貢献活動の実践は、基本理念とする「地
域共生型の環境調和」の実現に向けた新潟大学の姿勢をよく表しており、大いに評価すべきものと
思います。

　結びになりますが、新潟大学で消費するエネルギー量は一般市民 3～ 4万人分に相当するとのことであ
り、新潟市全体の環境問題を考える場合にも一定の影響を考慮すべきボリュームであると思われます。ま
た新潟大学は総合大学として、環境分野に関する専門的な情報やノウハウを蓄積、保有する研究機関とし
ての側面も持ち合わせています。こうした大学の機能は学内にとどまることなく、地域の環境コーディネー
ターやアドバイザーとしての役割を十分に果たしており、今後はこうした側面のうち特筆すべき活動にも
光を当て、積極的に報告することで、それら活動の成果が広く地域社会に周知されますよう期待いたします。
地域との共生を理念に掲げ進められてきた新潟大学の環境マネージメントへの取り組みについて、今後の
展開に更なる期待を寄せつつ、大いに注目していきたいと思います。

岩
イワブチ

渕　武
タケノリ

紀
新潟市西区区民生活課長



2013NIIGATA UNIVERSITY ENVIRONMENTAL･SOCIAL REPORT

編
集
後
記

環
境
報
告
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
の
対
照
表

47

10 環境報告ガイドラインとの対照表

9 編集後記

　『環境・社会報告書 2013』をお届けします。『環境報告書 2006』発刊から数え
て８号目となります。この間、我々を取り巻く社会や環境が大きく変わってきて
いることを実感します。発刊の当初は、「京都議定書」に基づき地球温暖化への対
応が求められ、地球温暖化ガスの排出抑制・削減が大きな課題、かつ急務として
掲げられていました。中でも二酸化炭素排出量を尺度として、その削減が社会全
体に対して強く求められました。そのため大学では、主として使用エネルギーを
抑制することで削減目標値を達成する工夫や努力が続けられて来ました。環境系
の複数の学生サークルがこの大学の動きに呼応して、それぞれのサークルの特性
を活かしながら、それまでの活動に加えて学生ならではの工夫や取り組みで大い
に活躍し、持続・発展させています。今号の記事でもその活躍ぶりを簡単に紹介
していますのでご覧下さい。

　ところで、2011 年の東日本大震災とそれに伴う原発事故により、社会に大きな変革の必要性が突きつけ
られました。電力供給の逼迫から、電力ピーク時の使用カットやシフトが行われ、国民全体への意識の徹
底もあって、2011 年度のエネルギー使用量はかなり押さえ込むことができました。そして、2012 年度も
引き続き節電努力が実施され、相応の結果を出すことができました。しかし火力発電への移行による二酸
化炭素排出量の増大と、円安も加わっての燃料輸入費の急増による発電コストの上昇とで、エネルギーの
使用総量そのものの削減が今後ますます重要となってきています。また、放射能漏れ問題など、これまで
の環境問題とは次元の異なるレベルでの種々の対応も必須となってきています。
　新潟大学は、福島県とは隣り合わせの県に立地することから、いくつかのチャンネルを通して多くの繫
がりがあり、学術交流を基本としながらも復興支援等でお手伝いをしています。追々それらも紹介するこ
とになろうかと思いますが、今号では南相馬市の桜井勝延市長様に、まことにお忙しい中、南相馬市と当
大学医学部及びアイソトープ総合センターとの「連携協定」に関してご寄稿いただきました。この場を借
りて感謝申し上げます。
　さて前号までは、佐渡でのトキ放鳥に向けた当大学の取り組みを中心に据えて、環境問題とりわけ農業
の在り方に絡めながらページを割きましたが、報道等ですでにご承知のことと思いますが、放鳥そして自
然界での自然繁殖に成功して 2年を経て、トキの復帰問題は順調に推移しています。そのため今号では
トキに関する記事は掲載いたしませんでしたが、いずれかの機会にまたご報告することになろうかと思い
ます。ちなみに、トキ復帰に向けた佐渡での農業の取り組み「トキと共生する佐渡の里山」が評価されて
2011 年 6月に世界農業遺産に指定されましたが、当大学の農学系教職員・学生の皆さんの活動も大きく寄
与したものと思います。
　最後になりましたが、本『環境・社会報告書 2013』を無事に発刊できますことは、これまでと同様に多
くの方々のご協力があったればこそのことです。ここに関係各位に敬意を表し心から感謝する次第です。
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